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エグゼクティブサマリー

2

第10期
（2022年1⽉期）

ハイライト

・2021年8⽉3⽇ 第2回公募増資により、11物件を約176億円で取得し、資産規模
（取得価格ベース）は総額約696億円へ拡⼤

・⻑引くコロナ禍においても、暮らし密着型商業施設への地域の皆様を中⼼とした根強い
⽀持が継続

・底地投資の⻑期安定性も背景に、本投資法⼈の投資⼝価格は⽐較的堅調に推移

決算概要 ・第10期（2022年1⽉期）実績︓1⼝当たり分配⾦ 3,593円
（業績予想3,565円より＋28円、＋0.8％）

業績予想
・第11期（2022年7⽉期）予想︓1⼝当たり分配⾦ 3,440円
・第12期（2023年1⽉期）予想︓1⼝当たり分配⾦ 3,276円
（第12期については、リファイナンスにより⼀⼝当たり融資関連費⽤140円の影響）

成⻑戦略

・中期⽬標として資産規模1,000億円の達成を⽬指す
・財務戦略の更なる強化により、運⽤の安定化を⽬指す
・スポンサー及びサポート会社との更なる連携の強化を通じ、両社のサポートを⼗分に活かした
外部成⻑を遂⾏

・マテリアリティ（重要課題）の策定により、更なるESGへの取組みを推進

1

2

4

3



1.本投資法⼈の概要



4

本投資法⼈について
１.本投資法⼈の概要

外部成⻑サポート

⼈々の暮らしを開発する
“ライフ・デベロッパー”

⽇本エスコンの不動産開発⼒による

内部成⻑サポート

⽇本エスコングループが
有する不動産運営⼒による

本投資法⼈は、そこに暮らす⼈たちの幸せを思い描きつつ、暮らしそのものを開発する
ことを⽬指すライフ・デベロッパーである株式会社⽇本エスコンとそのビジョン・コンセプトを
共有し、⽇本エスコンが総合デベロッパーとして培った不動産開発・運営の経験を活か
し、運⽤資産の着実な成⻑を⽬指すことによって、投資主価値の最⼤化を図ります。

暮らし密着型
商業施設 底地

スポンサー会社

サポート
会社

「くらしに⽋かせないエネルギーをお届けし、社会の発展に貢献す
る」中部電⼒グループのサポート

プロフィール 基本理念

総合デベロッパー
⽇本エスコン

エスコンジャパンリート投資法⼈名称

2019年2⽉13⽇
（決算期1⽉、7⽉）

上場⽇
（決算期）

株式会社⽇本エスコン
（中部電⼒の連結⼦会社）スポンサー

暮らし密着型商業施設及び底地主な投資対象

R&I(株式会社格付投資情報センター)
A－ 安定的格付

資産運⽤会社

発⾏済投資⼝数 351,967⼝

株式会社エスコンアセットマネジメント

ポートフォリオ

38物件、 696億円資産規模
（取得価格ベース）

地域分散
（取得価格ベース）

稼働率 99.7%

⾸都圏11.1% 近畿圏49.4%
中京圏7.3% 福岡圏14.9% その他17.2％

サポート会社 中部電⼒株式会社、中電不動産株式会社
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投資⼝価格推移

上場後の投資⼝価格の推移と主な取組み

⻑引くコロナ禍においても安定性を発揮し、本投資法⼈の投資⼝価格は⽐較的堅調に推移

2019/2/13
上場公募価格

2020/1/22
1stPO（2020/2/3）

募集価格決定
2021/1⽉末

投資⼝価格終値
2021/7/19

2ndPO（2021/8/2）
募集価格決定

2021/7⽉末
投資⼝価格終値

2022/1⽉末
投資⼝価格終値

101,000円 124,029円 121,600円 145,282円 150,100円 134,900円

※1 東証REIT指数は本投資法⼈の上場⽇終値を基準に指数化しています。
※2 本投資法⼈の予想分配⾦利回りは第11期（2022年7⽉期）と第12期（2023年1⽉期）の予想分配⾦の合計を2022年1⽉末時点の投資⼝価格（終値）で除して算出しています。

J-REIT平均の予想分配⾦利回りは⽇本取引所グループの⽉刊REIT（リート）レポート（2022年1⽉版）で開⽰されている時価総額加重平均予想年間分配⾦利回りを使⽤しています。

（億円）

（円）

１.本投資法⼈の概要
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時価総額（右軸） エスコンジャパンリート 東証REIT指数

予想分配⾦利回り※2 本投資法⼈ 4.98% J-REIT平均 3.75%

2020/2/3 第1回公募増資
2020/2/4 追加物件取得

2021/8/2 第2回公募増資
2021/8/3 追加物件取得

2021/4/5
中部電⼒による⽇本エスコンの連結⼦会社化

2019/9/27
中電不動産とサポート契約締結

※1

第5期
2019/2/1〜2019/7/31

第6期
2019/8/1〜2020/1/31

第7期
2020/2/1〜2020/7/31

第8期
2020/8/1〜2021/1/31

第9期
2021/2/1〜2021/7/31

第10期
2021/8/1~2022/1/31

物件の期末稼働率
99.7％ 99.9％ 99.8％ 99.8％ 99.5％ 99.7％

2022/1/31
99.6億円の借⼊
のリファイナンス実施
（無担保化）



2.第2回公募増資
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オファリング及び新規取得資産の概要

暮らし密着型商業施設3物件

シュロアモール⻑嶺
（熊本県熊本市）

tonarie栂・美⽊多（持分
50％）（⼤阪府堺市）

フジグランナタリー
（広島県廿⽇市市）

中電不動産
(ウェアハウジング)

追加取得

トライアル近江⼋幡店（底地）
（滋賀県近江⼋幡市）

クスリのアオキ斑鳩店（底地）
（奈良県⽣駒郡）

スポンサー開発物件

ココカラファイン寝屋川公園店
（底地）（⼤阪府寝屋川市）

中電不動産
(ウェアハウジング)

ドラッグユタカ向⽇上植野店
（底地）（京都府向⽇市）

ウエルシア尼崎武庫元町店
（底地）（兵庫県尼崎市）

ゲオ彦根⾼宮店（底地）
（滋賀県彦根市)

ヤマダ電機テックランド札幌
⽩⽯店（底地）
（北海道札幌市）

新規取得資産 ポートフォリオ合計

取得価格 176億円 696億円

鑑定評価額 180億円 749億円

物件数 11物件 38物件

稼働率※1 99.8% 99.6%
（2022年1⽉31⽇時点）99.7％

鑑定NOI利回り※2 5.0% 5.1%
※1 2021年7⽉31⽇（新規取得資産については、2021年5⽉31⽇）の稼働率を算出したものです。
※2 2021年7⽉31⽇（新規取得資産については、2021年5⽉31⽇）を価格時点とする不動産鑑

定評価書に記載されたDCF法における1期⽬の運営純収益の取得価格に対する⽐率を算出したも
のです。

オファリング概要

発⾏決議⽇ 2021年7⽉9⽇

条件決定⽇ 2021年7⽉19⽇

払込⽇ 2021年8⽉2⽇

発⾏⼝数 68,985⼝

発⾏価格 145,282円

発⾏総額 約100億円

新規取得資産の概要

底地8物件

投資主価値向上に資するスポンサーサポートを活⽤し、時機を⾒た外部成⻑を実施

2.第2回公募増資

中電不動産
(ウェアハウジング)

中電不動産
(ウェアハウジング)

スポンサーが直接⼜は匿名組
合出資を通じ、⼟地⼜は⼟地
建物を取得し、⼟地を造成し
たのち底地としてテナントを誘致
した物件及び建物を建設しテナ
ントを誘致した物件を指します。

ENEOS伊川⾕SS店（底地）
（兵庫県神⼾市）



3.決算概要と特徴
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第10期（2022年1⽉期）の損益計算書の概要
3.決算概要と特徴

第10期（2022年1⽉期）実績
単位︓百万円

業績予想を着実に上回る実績︓当期純利益+10百万円、予想分配⾦＋28円（＋0.8％）

第9期実績
2021年7⽉期

(a)

第10期予想
2021/9/15時点

(b)

第10期実績
2022年1⽉期

(c)
前期⽐

(c-a)
予想⽐

(c-b)

営業収益 1,910 2,469 2,476 565 7

営業利益 1,094 1,506 1,506 411 △0

経常利益 1,001 1,255 1,265 264 10

当期純利益 1,001 1,254 1,264 263 10

1⼝当たり
分配⾦ 3,538円 3,565円 3,593円 55円 28円

減価償却費 126 176 174 48 △1

償却後NOI 1,255 1,684 1,682 427 △1

償却後NOI
利回り 4.9% 4.8％ 4.8% △0％ 0％

運⽤⽇数 181⽇ 184⽇ 184⽇ 3⽇ 0⽇

単位︓百万円
当期純利益の主な変動要因（予想⽐）

1,100

1,150

1,200

1,250

1,300

予想
1,254

修繕費
△4

違約⾦
収⼊等

＋4

その他
NOI
△6

増加 減少

実績
1,264

⼀般
管理費等

＋11

変動賃料
＋5

単位︓百万円

 変動賃料 歩合賃料、催事の増加 ＋5

 違約⾦収⼊等 解約テナントからの違約⾦、⼯事保険⾦等 ＋4

 修繕費 必要⼯事の実施 △4

 その他NOI ⽔道光熱費の増加等、その他NOIの増減 △6

 ⼀般管理費等 ⾦利⾒込に対する実績、PO関連費⽤削減等 ＋11

予想⽐合計 ＋10



20年以上
30年未満
14.6%

15年以上
20年未満
10.1%

10年以上
15年未満
39.9%

5年以上
10年未満
33.8%

5年未満
1.6%
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ポートフォリオの概要（底地）
3.決算概要と特徴

底地の概要

底地のテナント構成※

上場会社
90.8%

⾮上場会社
9.2%

（地代ベース）

賃借⼈が上場会社の底地物件
1 ラ・ムー北津守店（⾷品）
2 ⼭陽マルナカ⽔⾕店（⾷品）
3 ライフ⼤仙店（⾷品）
4 マックスバリュ桔梗が丘東店（⾷品）
5 ミスターマックス春⽇（⾷品）
6 ケーズデンキおゆみ野店（家電）
7 ケーズデンキ⻄神⼾店（家電）
8 ケーズデンキ倉敷店（家電）
9 ケーズデンキ春⽇（家電）
10 ヤマダ電機テックランド札幌⽩⽯店（家電）
11 ナフコ春⽇（ホームセンター）
12 クスリのアオキ斑鳩店（ドラッグストア）
13 ウエルシア武庫元町店（ドラッグストア）

14 ココカラファイン寝屋川公園店（ドラッグストア）
15 ニトリ⼟浦店（インテリア）
16   ニトリ今市店（インテリア）
17   ユニクロ春⽇（⾐料）
18   Avail.しまむら春⽇（⾐料）
19   くら寿司春⽇（飲⾷）
20 こんぴら丸春⽇（飲⾷）
21   マクドナルド（あすみが丘）（飲⾷）
22   スシロー（あすみが丘）（飲⾷）
23   ゲオ彦根⾼宮店（物販）
24   au-SoftBank春⽇（サービス）
25 ドコモショップ春⽇（サービス）
26 ENEOS伊川⾕SS店（サービス）

賃借⼈が⾮上場会社の底地物件
1 TSUTAYA堺南店（物販） 4 トライアル近江⼋幡店（⾷品）
2 ワンカルビ春⽇（飲⾷） 5 ドラッグユタカ向⽇上植野店（ドラッグストア）
3 資さん春⽇（飲⾷） 6 イカリトンボ斑鳩店（サービス）

44.8%
55.2%

⼟地建物
（暮らし密着型

商業施設）

底地

アセット分散

（取得価格ベース） （償却後NOIベース）※ 

（地代ベース）

※ 2022年1⽉31⽇現在における割合を記載しています（以下同じです）。底地にはあすみが丘底地2物件を含んで算出しています。

底地の賃貸借残存期間※ 

⻑期の契約残存年数、借地⼈の⾼い信⽤⼒、コロナ禍の影響を受け難いテナント構成による安定性

⾷品
32.6%

家電
31.2%

ホームセンター
8.3%

ドラッグストア
7.6%

インテリア
4.9%

⾐料
4.5%

飲⾷
4.5%

物販
3.6% サービス

2.8%

44.2%

55.8%
⼟地建物

（暮らし密着型
商業施設）

底地

平均13.2年
（底地のみ）

（賃貸借契約⾯積ベース）

5年以上
98.4%
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ポートフォリオの概要（暮らし密着型商業施設）
3.決算概要と特徴

国内のショッピングセンター※4全体と⽐較して、本投資法⼈の商業施設の売上は安定的に推移
（%）

⽇本ショッピングセンター協会 本投資法⼈保有物件

2020/4/7
第1回緊急事態

宣⾔発令

2021/1/8
第2回緊急事態

宣⾔発令

保有物件※3 1m2当たりの売上⽐較（2019年1⽉を基準として増減率を算出）

※3 「保有物件」は本投資法⼈が保有している取得済資産のうち、売上⾼を開⽰可能な物件群のみを対象としています。
※4 ⼀般社団法⼈⽇本ショッピングセンター協会（http://www.jcsc.or.jp/）が定めるショッピングセンターの定義による物件を指しています。

2021/4/25
第3回緊急事態

宣⾔発令

2021/7/12
第4回緊急事態

宣⾔発令
●

変動賃料

固定賃料

※1 変動賃料には歩合賃料（売上連動賃料）及び催事収⼊（催事による収⼊）を含みます。

（底地地代を含めた38物件中の割合）
テナント構成※2（契約賃料＋共益費ベース）

36.5%

13.8%
9.3%

8.8%

7.4%

6.6%

6.0%
5.2%

3.8% 2.3%
0.1% ⾷品

サービス
物販
ドラックストア
⾐料
スポーツクラブ
飲⾷
クリニック
ホームセンター
その他
インテリア

固定・変動賃料※1の割合（賃料収⼊ベース）

11 7 9 9 12 

11 
10 13 13 

15 

0

10

20

30

第6期 第7期 第8期 第9期 第10期

歩合賃料 催事収⼊

11

98.8%

1.2%

⾼い固定賃料⽐率及びコロナ禍の影響を受け難いテナント構成による安定性

※2 2022年1⽉31⽇現在における割合を記載しています。

百万円
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新型コロナウイルス感染症の影響
3.決算概要と特徴

テナント※1からの新たな賃料減免・猶予要請、解約、新規誘致の状況

決算期 新たな
減賃要請※3

減賃要請
への対応※3

新たな⽀払
猶予要請

⽀払猶予要請
への対応

解約テナント※4

（業種）
新規誘致テナント※4

（業種）

第7期
（2020年7⽉期）

115件
（猶予要請含む） 52件、4,705千円 －

（減賃要請に含む） 16件
2件

（サービス1件）
（⾐料1件）

3件
（サービス1件）
（⾷品1件）
（飲⾷1件）

第8期
（2021年1⽉期） 8件 3件、17千円 0件 0件

5件
（サービス1件）
（飲⾷4件）

5件
（サービス2件）
（飲⾷2件）
（⾷品1件）

第9期
（2021年7⽉期） 10件 6件、512千円 0件 0件

3件
（⾷品1件）
（物販1件）
（⾐料1件）

2件
（⾷品1件）
（物販1件）

第10期
（2022年1⽉期） 6件 7件、782千円 0件 0件

3件
（物販2件）
（飲⾷1件）

5件
（サービス1件）
（物販3件）
（飲⾷1件）

 プロパティマネジメント会社である株式会社エスコンプロパティがテナントと個別に対話することで状況をきめ細かく把握し、賃料減免の影響を最⼩化
 尚、底地31物件※2も以下表に含まれ、第7期（2020年7⽉期）に飲⾷業テナント2件から地代の減免要請があったものの、減額には応じず。その後、当該2件を含む底地

テナントからの解約、減賃、⽀払猶予要請は⼀切無し

⻑引くコロナ禍においても暮らし密着型商業施設においては影響を受け難く安定的に稼働

※1 ⻄春住居を除きます。
※2 あすみが丘ブランニューモールの底地2件を含みます。イカリトンボ斑鳩店、クスリのアオキ斑鳩店は合わせて1件としています。
※3 「新たな減賃要請」は期中、新たに減賃要請を受けたテナント件数を記載しています。「減賃要請への対応」は期中、減賃を実施したテナント件数を記載しています。
※4 「解約テナント」には当該テナントとの契約期間が期末迄の場合、翌⽇（翌期）を解約⽇としてテナント件数を記載しています。また、同⼀テナントの区画移動を伴う業態変更の場合には、解約、新規誘致にそれぞれ

含めて件数を記載しています。



4.業績予想
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第11期（2022年7⽉期）予想
4.業績予想

単位︓百万円

第11期（2022年7⽉期）予想
単位︓百万円

当期純利益の主な変動要因（前期⽐）

 ⻄春NOI 2022年4⽉21⽇から後継テナントとの契約内容を反映
（3階空き区画の埋め戻しは⾒込まず） △71

 固定資産税 第10期中の取得物件に係る固定資産税の費⽤化
（固定資産税効果の剝落）等 △52

 修繕費 修繕費の増加（⻄春を除く） △14

 その他NOI ⽔道光熱費の増加等、その他NOIの増減（⻄春を除
く） △7

 ⼀般管理費 物件取得に伴う資産運⽤報酬等⼀般管理費の増加 △29

 リファイナンス費⽤ 10期中のリファイナンス費⽤の剥落 ＋49

 PO費⽤ 10期中のPO費⽤（融資関連費⽤含む）の剝落等 ＋72

前期⽐合計 △53

1,050

1,100

1,150

1,200

1,250

1,300

第10期
実績

1,264

⻄春
NOI
△71

リファイナ
ンス費⽤

剝落
＋49

その他
NOI
(⻄春
除く)
△7

増加 減少

第11期
予想

1,210

⼀般
管理費
△29

固定資
産税費
⽤化等
△52

第10期実績
2022/1⽉期

(a)

第11期予想
2022/3/16時点

(b)
前期⽐

(b-a)

営業収益 2,476 2,420 △56

営業利益 1,506 1,330 △175

経常利益 1,265 1,211 △54

当期純利益 1,264 1,210 △53

1⼝当たり
分配⾦ 3,593円 3,440円 △153円

減価償却費 174 175 △0

償却後NOI 1,682 1,536 △146

償却後NOI
利回り 4.8％ 4.5％ △0.3％

運⽤⽇数 184⽇ 181⽇ △3⽇

パレマルシェ⻄春の主要テナント退去後の後継テナント（株式会社義津屋）との契約内容を織り込み、 3,440円の分配⾦を想定

単位︓百万円

修繕費
(⻄春
除く)
△14

PO費⽤
剝落等
＋72
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単位︓百万円

第12期（2023年1⽉期）予想
単位︓百万円

当期純利益の主な変動要因（前期予想⽐）

 ⻄春NOI 後継テナントとの契約内容を反映
（3階空き区画の埋め戻しは⾒込まず） △4

 修繕費 ⼯事前倒しによる修繕費の減少（⻄春を除く） ＋11

 ⼤和⾼⽥
新規テナント

tonarie⼤和⾼⽥の新規テナントとの契約内容を反
映（6⽉下旬から賃料発⽣を織り込み） ＋4

 その他NOI ⽔道光熱費の増加等、その他NOIの増減（⻄春を
除く） △7

 減価償却費 減価償却費の増加 △5

 リファイナンス費⽤等 2023年1⽉の98.6億円のリファイナンス費⽤、⼀般
管理費増加等 △57

前期⽐合計 △57

第11期予想
2022/3/16時点

(a)

第12期予想
2022/3/16時点

(b)

前期
予想⽐

(b-a)

営業収益 2,420 2,444 24

営業利益 1,330 1,325 △4

経常利益 1,211 1,154 △57

当期純利益 1,210 1,153 △57

1⼝当たり
分配⾦ 3,440円 3,276円 △164円

減価償却費 175 180 △5

償却後NOI 1,536 1,535 △0

償却後NOI
利回り 4.5％ 4.4％ △0.1％

運⽤⽇数 181⽇ 184⽇ 3⽇

単位︓百万円

第12期（2023年1⽉期）予想
4.業績予想

パレマルシェ⻄春の後継テナント（株式会社義津屋）との契約内容、リファイナンス費⽤を織り込み、3,276円の分配⾦を想定

1,100

1,150

1,200

1,250

1,300

11期
予想

1,210

修繕費
（⻄春除く）

+11

⼤和⾼⽥
新規

テナント
+4

その他
NOI

（⻄春除く）
△7

増加 減少

12期
予想

1,153

リファイナンス
費⽤等
△57

⻄春
NOI
△4

減価
償却費

△5
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保有物件の運営状況

パレマルシェ⻄春 物件概要 ※2

所在地 愛知県北名古屋市⿅⽥若宮
敷地⾯積 11,474.85m2

延床⾯積 47,179.93m2

建築時期 1994年9⽉
取得価格 4,610百万円
鑑定評価額 4,400百万円
鑑定NOI利回り 4.7%
構造・規模 鉄⾻鉄筋コンクリート・鉄⾻造陸

屋根13階建（商業棟5階建）
テナント数 商業1＋住居55

4.業績予想

テナント退去に伴うリーシング状況

名鉄⽝⼭線「⻄春」駅直結のスーパーマーケット等で構成される商業施設

 2021年4⽉、商業棟の主要テナント（商業棟⼀棟貸し）から2022年4⽉20⽇契約満了をもって更新を⾏わない旨の通知書を受領（1階部分のみ継続意向）
 既存テナントとの交渉と並⾏して、スーパーマーケットを中⼼に⼀棟貸し（⼀棟貸しシナリオ）及び1階⼊居テナント（マルチテナントシナリオ）のリーシングを開始

 リーシング対象として有⼒候補の地元及びナショナルチェーンのスーパーマーケット各社に出店打診、4社から賃料条件の提⽰を受領（⼀棟貸し2社、1階部分のみ2社）

 【⼀棟貸しシナリオ】2社の内、既存テナントとほぼ同等⽔準の賃料提⽰の1社を有⼒候補テナントとして協議を継続（但し、維持管理区分の変更及び他フロアへの有⼒
テナント出店が条件）

 【マルチテナントシナリオ】1階部分のみ出店希望のあった候補テナントと協議を継続
 マルチテナントシナリオの1社より2021年12⽉22⽇付で1階部分の出店申込書を受領

 リーシング状況を踏まえ、⼀棟貸しシナリオとマルチテナントシナリオの想定収⽀を⽐較検討した結果、⼀棟貸しシナリオの収⽀がマルチテナントシナリオの収⽀を上回る状況となり、
⼀棟貸しを前提としてテナント候補と具体的協議を継続

 2022年3⽉、株式会社義津屋と商業棟⼀棟貸しの賃貸借契約を締結 （3階を転貸する場合は、坪当たり規定賃料を乗じた⾦額を⽉額基本賃料に加算）

商業棟の主な構成

5階 飲⾷、サービス等

4階 ⽣活雑貨、フィットネ
ス等

3階 現状、空室
現区画割約700坪

2階 ドラッグストア、⾐料、
靴、喫茶等

1階 ⾷品スーパー等

※1 株式会社義津屋は、愛知県津島市に本社を置き、愛知県、岐⾩県及び三重県で総合スーパー「ヨシヅヤ」及び⾷品スーパー「Yストア」を展開するヨシヅヤグループの中核企業です（1932年創業、資本⾦5千万円）。
※2 2022年4⽉21⽇以降、商業棟の名称が「パレマルシェ⻄春」から「ヨシヅヤ⻄春」に変更になる予定です。

パレマルシェ⻄春の主要テナント退去により、株式会社義津屋※1と商業棟⼀棟貸しの契約を締結
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保有物件の運営状況
4.業績予想

第10期実績 第11期予想 第12期予想 11・10期差異 12・11期差異
主な差異理由a b c b-a c-b

運⽤⽇数 184⽇ 181⽇ 184⽇ ＋3⽇ △3⽇

賃貸事業収益 161 121 114 △39 △7
10期︓実績（既存テナント賃料）
11期︓2022年2⽉1⽇から同年4⽉20⽇まで既存テナント賃料

2022年4⽉21⽇から同年7⽉31⽇まで新テナント賃料
12期︓新テナント賃料（3階部分の埋め戻しは⾒込まず）

賃貸事業費⽤ 26 58 54 ＋31 △3
公租公課 16 16 16 +0 △0
管理
委託費 6 15 22 +9 +7

10期︓建物設備等を含む維持管理は既存テナント負担
11期︓4⽉21⽇から新テナント契約による負担区分変更
12期︓新テナント契約による負担区分

保険料 0 0 0 +0 +0
修繕費 1 16 12 +14 △3 管理委託費と同様（新テナント契約による負担区分変更）

11期︓テナント⼊替に伴い、3階のテナントリーシング促進も視野に、修繕を増加
その他 2 9 2 +7 △6

賃貸NOI 134 63 59 △71 △4
減価償却費 29 30 32 ＋0 ＋1

賃貸事業損益 104 33 27 △71 △6

単位︓百万円

パレマルシェ⻄春 収⽀予想への影響及び今後の施策

ダウンタイム無くテナント誘致を実施できたものの賃料⽔準は低下。多⾯的な施策の検討・実施により収益改善を⽬指す

 修繕⼯事等による物件価値向上及びスーパーマーケットの開業による好影響により、3階のテナントリーシングを早期に促進することで収⽀改善を⽬指す
 原状回復⼯事費⽤については、既存テナントと交渉中
 スポンサーサポートを活⽤したテナントリーシングや将来的な資産の⼊れ替え等も視野に協議を進める

パレマルシェ⻄春 第10期（2022年1⽉期）実績及び第11期（2022年7⽉期）、第12期（2023年1⽉期）予想

※ 住居棟の収⽀を含んでいます。
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保有物件の運営状況

2022年3⽉、tonarie⼤和⾼⽥の新規テナント（株式会社⾚ちゃん本舗）と賃貸借契約を締結、
稼働率は93.3％から99.4％へ向上する⾒込み

 2022年6⽉下旬から賃料発⽣予定（契約期間約6年、業績予想に織り込み済）、コロナ禍におい
ても、プロパティマネジメント会社である株式会社エスコンプロパティのリーシング⼒により稼働率を改善

 2021年5⽉には隣接するスポンサー開発の分譲マンション（205⼾完売済）の⼊居開始となり、今
後⼀層のファミリー層の集客が期待される

tonarie⼤和⾼⽥と隣接する分譲マンション レ・ジェイド⼤和⾼⽥駅前
（スポンサー⽇本エスコンによる⼀体開発）

近鉄⼤阪線「⼤和⾼⽥」駅からデッキを通じて徒歩1分のスーパーマーケットを核テナントとする暮らし密着型の商業施設

tonarie⼤和⾼⽥（持分50%）

所在地 奈良県⼤和⾼⽥市幸町
敷地⾯積 17,740.17m2

延床⾯積 19,609.54m2（駐⾞場除く）
建築時期 2018年10⽉
取得価格 4,150百万円
鑑定評価額 4,075百万円
鑑定NOI利回り 4.9%
構造・規模 鉄⾻造合⾦メッキ鋼板ぶき3階建
テナント数 63

⼊居予定区画

※ 本投資法⼈は本物件に係る信託受益権の50%の準共有持分を取得していますが、上表及び稼働率では本物件全体の数値
を記載しています。

4.業績予想
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分配⾦推移（予想）
4.業績予想

※ 物件購⼊時の買主負担の固定資産税及び都市計画税等（本⾴において「固都税」といいます。）相当額は、購⼊簿価に資産計上され、費⽤計上がなされません。
第7期中に購⼊した3物件の固都税は、第9期から費⽤計上されています。
第10期中に購⼊した11物件の固都税は、第11期から費⽤計上されることとなります。

分配⾦推移及び予想の主な変動要因

2,000
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2,400

2,600

2,800

3,000

3,200

3,400

3,600

3,800

4,000

3,538

第7期
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7⽉期
実績

第8期
2021年
1⽉期
実績

第10期
2022年
1⽉期
実績

3,599

3,4403,430

単位︓円

⼤和
⾼⽥
デッキ
影響
剝落
△47

0

増加 減少

第9期
2021年
7⽉期
実績

固都税効果※

3,345

固都税
効果
剝落

（費⽤化）
等

△148

10期
PO

費⽤剥
落等

＋204

第11期
2022年
7⽉期
予想

3,593

新投資
⼝発⾏
に伴う
希薄化
△693

NOI
増加等

＋1,260

その他
⼀般
管理
費等
△31

その他
NOI

減少等
△21

136

3,457

公募
増資

費⽤等
△225

リファイ
ナンス
費⽤

△141

⽀払
利息
△65

10期
リファイ
ナンス
費⽤
剥落
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⼀般
管理
費

△84

85

85 3,514

第12期
2023年
1⽉期
予想

3,276
12期
リファイ
ナンス

費⽤等
△162

⼤和
⾼⽥
新規

テナント
＋11

修繕費
＋32

⻄春
NOI

⾒直し
△11

その他
NOI
増減
△19

第11期・第12期予想にパレマルシェ⻄春の後継テナントとの契約内容、リファイナンス費⽤等を分配⾦に織り込む

修繕費
（⻄春
除く）
△40

⻄春
NOI

⾒直し
△203

減価
償却費
△14



5.成⻑戦略



運⽤実績及び今後の成⻑戦略
5.成⻑戦略

上場時 第1回公募増資後 第2回公募増資後 中期⽬標

416
億円

519
億円

696
億円

2019年2⽉ 2020年2⽉ 2021年8⽉

更なる成⻑を⽬指す

スポンサーの投資計画と資産循環モデルによる成⻑

1,000
億円

今後の運⽤⽅針

資産規模の拡⼤

スポンサーサポートを活⽤した
公募増資による資産規模拡⼤に

より中⻑期的な投資主価値
向上を⽬指す

ESG施策推進

中電グループのサポートを活かした
取組強化

借⼊の期間分散、⻑期化

格付（R&I「A－」安定的）
の更なる向上を⽬指す

財務安定性の向上

2021年6⽉、FTSE EPRA 
Nareitの時価総額採⽤基準の
緩和が公表、組⼊れを⽬指し、
英⽂アニュアルレポートの作成に

着⼿予定

グローバルファンドイン
デックスへの組⼊れ

●スポンサーの事業戦略基本⽅針

●本投資法⼈の外部成⻑戦略

・3年間の中期経営計画期間にグロス投資額2,200億円（ネット投資額1,900億円）
・分譲事業以外はREITへの商業施設等売却を実施、通期計画に対し順調に推移
・2022年、2023年は商業・ホテル・賃貸マンション・オフィスなど多⾯的な開発事業の
展開により収益⼒の強化へ

・資産規模拡⼤に向けたスポンサー活⽤による物件情報獲得
・優先交渉権獲得
・ウェアハウジング
・再開発サポートによるアセットリサイクル
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【スポンサーの投資計画】（億円）
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2021年（実績） 2022年（計画） 2023年（計画） 3ヵ年累計（計画）

回収額 その他開発への投資 ⻑期収益不動産への投資
中期収益不動産への投資 収益不動産開発への投資

マテリアリティ（重要課題）への
取組みを推進



スポンサー及びサポート会社との連携
5.成⻑戦略

中部電⼒による⽇本エスコンの連結⼦会社化により、サポート体制を⼀層拡充

スポンサー及びサポート会社からのサポート内容

資産規模
1,000億円に

向けた成⻑⽀援

信⽤⼒及び
資⾦調達⼒の

向上
ESGの

取組み強化

⽔道光熱費削減
等の中部電⼒

グループのオペレー
ションの活⽤

資産運⽤会社の
⼈材確保・
幅の広がり

「新しい
コミュニティの形」の

実現
都⼼・駅前
⼤型再開発

⼤型
まちづくり

本投資法⼈が想定するメリット スポンサーグループに想定されるシナジー

本投資法⼈

●議決権割合33.0%出資⇒51.4% ※ 、取締役の就任、⽇本エスコングループへの出向

不動産事業の共同プロジェクト推進

●中電不動産への出向

●パイプライン情報提供●パイプライン情報提供

●再開発サポートによる
アセットリサイクル

●環境配慮技術及び
エネルギーコスト低減に関する
ノウハウの提供

サポート契約
●ウェアハウジング
●2021年7⽉1⽇より中電不動産から
エスコンアセットマネジメントへ2名出向

スポンサーサポート契約
● 4.8% のセイムボート出資
●優先交渉権付与

連結⼦会社化による更なるシナジー

スポンサー
不動産開発ノウハウ

サポート会社

中部電⼒グループ

（中部電⼒100％⼦会社）

中部電⼒
中電不動産

tonarieふじみ野

合計13物件
（内、底地3物件）

に対する
優先交渉権を保有

パイプラインサポート

ライオンズスクエア川⼝

※2021年4⽉5⽇に第三者割当増資が実⾏され、中部電⼒は⽇本エスコンの議決権の51.4%（2021年12⽉期末時点）を保有する、本資産運⽤会社の親会社の更なる親会社（特定関係法⼈）となっています。

tonarieCREO
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6.財務戦略
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財務の状況と基本⽅針
6.財務戦略

第2回公募増資を通じ、借⼊の⻑期化・返済時期分散化を達成
格付の取得（R&I）

財務ハイライト ［2022/1/31時点］

「A-」（安定的）

（以下、R&Iリリースより）
格付の⽅向性は安定的。⼤都市圏で底堅い需要が⾒込まれる商業施設とその底地
により、安定したポートフォリオを構築しており、新型コロナウイルスの影響は限定的であ
る。中部電⼒グループとの連携も深めつつ、更なる資産規模の拡⼤や資⾦調達の改善
を実現していけるか⾒守っていく。

有利⼦負債総額 334.4億円 平均残存期間 3.0年

平均利率 0.50% ⻑期⽐率 98.9％

2019年11⽉付取得、2021年11⽉格付維持

LTVコントロール

借⼊先の分散状況
19.9%

13.2%

10.3%
9.3%8.4%

7.8%

7.2%

6.0%

18.0% みずほ銀⾏
三井住友銀⾏
福岡銀⾏
三井住友信託銀⾏
イオン銀⾏
三菱UFJ銀⾏
りそな銀⾏
みなと銀⾏
その他

44.5% 43.7% 43.6% 43.6% 43.5% 43.6% 44.1 ％ 43.7 ％ 43.8%

40

45

50

上場時 5期 6期 7期 8期 9期 10期 11期 12期

既存借⼊⾦の無担保化
2022年1⽉14⽇、既存借⼊⾦に係るすべての担保権の解除を⾏ったことで、
本投資法⼈の既存借⼊⾦は全て無担保となりました。

借⼊⾦の返済スケジュール
（百万円）

（予想） （予想）



7.ESG戦略
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マテリアリティ（重要課題）の特定
7.ESG戦略

26

E

S

G

環境

社会

ガバナンス

 環境負荷の低減  ポートフォリオにおけるエネルギー消費効率の
改善、温室効果ガス削減を⽬指します

• 施設共⽤部LED照明の導⼊継続
• 地下⽔膜濾過システムの導⼊

 外部認証の取得  環境認証・評価の取得を通じた環境負荷
の低減に取り組みます

• GRESB認証への継続取組み
• DBJグリーンビル認証への継続取組み

 テナントとの協働による
環境配慮

 テナントとの協働により、グリーンリース条項の
導⼊を⽬指します

• 新たに締結する賃貸借契約(再契約)に
おけるグリーンリース条項の導⼊検討

 地域コミュニティとの共⽣
・連携

 地域コミュニティへの貢献を通じ、社会課題
の解決、地域価値の向上を⽬指します

• 住⺠、テナント参加型イベントの開催
• 認知症サポート商店街認定の取組み

 お客様、テナントの安全
性・快適性向上

 安全・安⼼な空間を創出・維持し、地域コ
ミュニティへの貢献を⽬指します

• 施設内授乳室の新設
• テナント従業員休憩室の美装化

 働きやすい職場環境の
実現

 従業員の健康と充実した社会⽣活の実感
のため、良好な職場環境づくりを推進します

• 従業員満⾜度調査の実施
• ワークライフバランス重視の職場環境づくり

 ガバナンスの更なる強化  組織として不正・腐敗の防⽌を図るため、ガ
バナンス構造の明確化と体制強化を推進し
ます

• ガバナンス体制の強化
• コンプライアンス研修の充実

 ステークホルダーへの情
報開⽰

 積極的な情報開⽰、対話を通じステークホ
ルダーとの信頼関係を醸成します

• ⾮財務情報開⽰の更なる充実

重要課題 ⽅針 ⽅向性・施策 関連SDGs

※本マテリアリティは関連SDGsを参考に策定しています



ESGに関する取組み
7.ESG戦略

あすみが丘ブランニューモールでは地下⽔膜濾過システムを導⼊し、環境負荷低減と持
続可能な社会の実現に貢献しています。

・ 災害時における給⽔ライフラインの確保による事業継続
性の向上

・ 災害時における地域住⺠への飲料⽔無償提供予定
・ 地下⽔膜濾過システムによる公共⽔道使⽤量の削減

環境E

tonarie4物件、あすみが丘ブランニューモールの共⽤部にLED照明を導⼊する
ことで、電気使⽤量の削減に取り組んでいます。

●地下⽔膜濾過システムの導⼊

●LED照明の導⼊

環境負荷の低減

※1 DBJ Green Building 認証とは、環境・社会への配慮がなされた不動産（「Green Building」）を⽀援するために、
2011年４⽉に株式会社⽇本政策投資銀⾏（DBJ）が創設した認証制度です。対象物件の環境性能に加えて、防災やコミュ
ニティへの配慮等を含む様々なステークホルダーへの対応を含めた総合的な評価に基づき、社会・経済に求められる不動産を評
価・認証し、その取組みを⽀援しています。

本投資法⼈は、合計5物件についてDBJ Green Building認証を取得しております。

物件名 評価ランク 認証取得年⽉⽇
tonarie栂・美⽊多 2020年7⽉27⽇

tonarie⼤和⾼⽥ 2020年7⽉27⽇

tonarie南千⾥ 2021年2⽉19⽇

tonarie清和台 2021年2⽉19⽇

あすみが丘ブランニューモール 2021年7⽉9⽇

外部認証の取得

テナントとの協働による環境配慮

●DBJ Green Building ※1認証の取得

●GRESB ※2リアルエステイト評価の取得

※2 GRESB は、不動産会社・ファンドの環境・社会・ガバナンス（ESG）配慮を測る年次の
ベンチマーク評価及びそれを運営する組織の名称であり、責任投資原則（PRI）を主導した欧
州の主要年⾦基⾦グループを中⼼に2009年に創設されました。投資先の選定や投資先との
対話にGRESB データを活⽤する投資家メンバーは、現在140機関（運⽤資産額（AUM）
は47兆⽶ドル超（1⽶ドル110円換算 で、5,170兆円））に上り、⽇本でも、年⾦積⽴⾦
管理運⽤独⽴⾏政法⼈（GPIF）をはじめ、複数の機関がGRESB評価結果を利⽤していま
す。

2021年GRESB リアルエステイト評価において、本投資法⼈は、総合スコアのグローバル
順位により5段階で格付されるGRESB レーティングで「2 Star」 を取得しました。
また、ESG推進のための⽅針や組織体制などを評価する「マネジメント・コンポーネント」と保
有物件での環境パフォーマンスやテナントとの取組等を評価する「パフォーマンス・コンポーネ
ント」の双⽅において優れた参加者であることを⽰す「Green Star」の評価を獲得しました。

●グリーンリース条項の導⼊検討

グリーンリースとは不動産の所有者とテナントが協働し、不動産の省エネなどの
環境負荷の低減や執務環境の改善について契約や覚書等によって⾃主的に
取り決め、取り決めた内容を実践することをいいます。
コスト削減、執務環境の改善、不動産価値の向上等、双⽅がメリットを得られ
るだけでなく、省エネによる地球環境の負荷軽減も期待できます。
本投資法⼈は、今後テナントと協働してグリーンリース条項の導⼊を推進してま
いります。
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ESGに関する取組み
7.ESG戦略

社会S

暮らしに密着した商業施設「tonarie」において、地域の皆様やテナント参加型の各種イベン
トの開催や社会貢献活動を⾏い、地域の活性化やコミュニティ創⽣への貢献を⽬指します。

●地域の皆様やテナント参加型の各種イベントの開催

●社会貢献活動

国際難⺠⽀援キャンペーン
（tonarie⼤和⾼⽥）

献⾎キャンペーン
（tonarie清和台）

まちに寄り添いながら、まちと発展していく。
いつもあなたの暮らしのとなりへ。

tonarie
ブランドコンセプト

七⼣⼤笹飾り
（tonarie清和台）

⻤のお⾯の紙⽫アート展⽰
（tonarie清和台）

新年初笑いパール成⼈式
（tonarie⼤和⾼⽥）

招福もちつき⼤会
（tonarie⼤和⾼⽥）

tonarie清和台では認知症の⾼齢者の⽅にも優
しい地域づくりに取り組んでおり、全テナントが認知
症サポーター養成講座を受講し、兵庫県より「認
知症サポート商店街」として認定されました。

●認知症サポート商店街の認定の取組み

●従業員の職場環境向上への取組み
資産運⽤会社のワークライフバランス重視の職場環境づくりを推進しています。
（従業員満⾜度調査の実施、ノー残業デー、ストレスチェック、産業医による健康
相談等の導⼊等）

振り込め詐欺防⽌キャンペーン
（tonarie清和台）

認知症サポーター養成講座
（tonarie南千⾥）

地域コミュニティとの共⽣・連携 お客様（テナント、来館者）の安全性・快適性向上

働きやすい職場環境の構築（資産運⽤会社）

●安全性・快適性向上のための施設のリニューアル
①お⼦様連れの⽅に快適に過ごしていただくために施設内に授乳室の導⼊を進
めております。
②テナントの従業員の職場環境の向上を⽬的に、テナント従業員向け休憩室の
設置やリニューアル等を⾏っています。（tonarie南千⾥、tonarie清和台、あす
みが丘ブランニューモール、tonarie栂・美⽊多、tonarie⼤和⾼⽥）

従業員向け休憩室
（tonarie栂・美⽊多）

授乳室
（tonarie⼤和⾼⽥）
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ESGに関する取組み
7.ESG戦略

ガバナンスG

●本投資法⼈の物件取得時における審査・意思決定フロー
本投資法⼈は、投資家利益の最⼤化を追求することを経営⽬標に、物件取得、運
⽤をはじめとした重要な意思決定においては、複層的なプロセスによる運⽤を⾏ってい
ます。

・持投資⼝会制度の導⼊（対象者にスポンサーを含む）
J-REIT中、持投資⼝会制度の導⼊は14社（全体の約23%）
内、持投資⼝会の対象者にスポンサーを含むJ-REITは6社（全体の約9.8%）不承認・差戻し

外部委員の出席及び賛成が必須

起案部署

取締役会

起案

審査・承認

利害関係者取引⼜は
コンプライアンス・オフィサーが
必要と判断した場合

審議・承認

審議・決議報告

投資運⽤委員会（外部委員を含みます）

コンプライアンス・オフィサー 差戻し

外部委員の出席及び賛成が必須

否決・差戻し

否決・差戻し

＊審議・承認
＊利害関係者取引に該当する場合

コンプライアンス委員会（外部委員を含みます）

投資法⼈役員会

ガバナンスの更なる強化

ステークホルダーへの情報開⽰・対話

その他の取組み

経営・財務情報に限らず、⾮財務情報等の開⽰が重要であることを認識し、積極的な
情報開⽰を推進してまいります。

●コンプライアンス体制の強化
本資産運⽤会社は、コンプライアンス体制の強化を経営の最重要課題として位置付
け、役職員に対して、投資運⽤の専⾨家としての責任を⾃覚し、常に忠実義務及び
善管注意義務を遵守することを求めています。資産運⽤業務が本投資法⼈の投資
家の資⾦を運⽤する⾏為であるという重要性を理解し、適正な運⽤体制を構築する
ため、コンプイアンス体制の強化に取り組んでいます。
また、毎年度、コンプライアンス・プログラム実施計画において、コンプライアンスに関する
課題と改善策を明確化し、課題解決に向けて取り組む仕組みを導⼊しております。

●投資主利益の最⼤化を⽬指した運営体制
本投資法⼈は、総資産に連動した資産運⽤報酬に加えて、税引前当期純利益に連動
させた資産運⽤報酬を導⼊しています。
税引前当期純利益に連動させた報酬体系を導⼊することにより、投資主と本資産運
⽤会社が、利益向上に向けた⽬標⽬線を合わせることが可能になると考えています。

コンプライアンス研修の充実
コンプライアンスに対する役職員の理解と意識を向上させ、コンプライアンス重視の組織
⾵⼟醸成のため、⼊社時及び年数回のコンプライアンス研修を実施しています。
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8.投資主の状況
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2022年1⽉期末の投資主の状況
8.投資主の状況

スポンサーのセイムボート出資に加え、親密⾦融機関からの強い信頼

投資主上位10社

所有者別投資主数・投資⼝数内訳

106,410⼝ 37.6%

52.6%

※ ⽇本取引所グループ「REIT投資主情報調査（2021年8⽉)の調査結果について」参照

⽒名⼜は名称 所有⼝数
（⼝） ⽐率

1. ⽇本マスタートラスト信託銀⾏株式会社（信託⼝） 46,239 13.1%

2. 株式会社⽇本カストディ銀⾏（信託⼝） 29,190 8.3%

3. ⼤阪厚⽣信⽤⾦庫 20,940 5.9%

4. 株式会社⽇本エスコン 16,894 4.8%

5. 野村信託銀⾏株式会社（投信⼝） 13,440 3.8%

⽒名⼜は名称 所有⼝数
（⼝） ⽐率

6. ⼤阪商⼯信⽤⾦庫 9,199 2.6%

7.  ⽇成ビルド⼯業株式会社 9,190 2.6%

8.  ⼤同信⽤組合 6,415 1.8%

9.  近畿産業信⽤組合 6,226 1.8%

10.  株式会社⽇本カストディ銀⾏（証券投資信託⼝） 5,285 1.5%

合計 163,018 46.3%

前期⽐（所有者投資⼝割合）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（ご参考）
J-REIT平均※
(投資⼝数)

投資⼝数（第10期）
（351,967⼝）

投資主数（第10期）
（13,493⼈）

個⼈・その他 ⾦融機関 その他国内法⼈ 外国法⼈等

51.5% 31.6%7.0%

32.9% 48.9% 12.1% 6.1%

13,088⼈ 97.0%

246⼈
1.8%

107⼈
0.8%

53⼈
0.4%

10.0％

0
50,000

100,000
150,000
200,000
250,000
300,000
350,000
400,000

2021年7⽉期末
（第9期末）

2022年1⽉期末
（第10期末）

34.7
%

43.9
%

12.0%

6.1%▲3.3％

+0.1％

▲1.8％

+5.0％

9.4%

32.9
%

48.9
%

12.1%
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単位︓千円

第9期
2021年7⽉期

第10期
2022年1⽉期

資産の部
流動資産

現⾦及び預⾦ 1,380,368 2,091,168
信託現⾦及び信託預⾦ 2,405,085 3,417,259
営業未収⼊⾦ 41,590 45,438
未収消費税等 － 315,296
前払費⽤ 44,587 60,122
その他 260 1,577
流動資産合計 3,871,893 5,930,863

固定資産
有形固定資産

信託建物 8,924,115 12,449,202
減価償却累計額 △548,580 △717,071
信託建物（純額） 8,375,534 11,732,131

信託構築物 145,289 145,289
減価償却累計額 △20,889 △24,417
信託構築物（純額） 124,400 120,871

信託⼯具、器具及び備品 21,661 30,304
減価償却累計額 △4,646 △7,013
信託⼯具、器具及び備品（純額） 17,015 23,291

信託⼟地 43,636,242 57,914,000
有形固定資産合計 52,153,193 69,790,294

無形固定資産
商標権 718 664
その他 4,249 3,432
無形固定資産合計 4,967 4,097

投資その他の資産
差⼊敷⾦及び保証⾦ 10,000 10,000
⻑期前払費⽤ 21,485 105,193
繰延税⾦資産 9 19
投資その他の資産合計 31,494 115,213

固定資産合計 52,189,656 69,909,604
資産合計 56,061,549 75,840,468

第9期
2021年7⽉期

第10期
2022年1⽉期

負債の部

流動負債
営業未払⾦ 81,951 92,630
短期借⼊⾦ － 354,000
1年内返済予定の⻑期借⼊⾦ 9,960,000 9,860,000
未払⾦ 12,771 61,119
未払費⽤ 122,324 128,228
未払法⼈税等 803 1,011
未払消費税等 24,178 －
前受⾦ 269,096 340,676
預り⾦ 114 1,894
流動負債合計 10,471,241 10,839,560

固定負債
⻑期借⼊⾦ 14,470,000 23,231,000
信託預り敷⾦及び保証⾦ 1,679,518 2,397,951
固定負債合計 16,149,518 25,628,951

負債合計 26,620,759 36,468,511
純資産の部

投資主資本
出資総額 28,439,581 38,107,208
剰余⾦

当期未処分利益⼜は当期未処理損失（△） 1,001,208 1,264,747
剰余⾦合計 1,001,208 1,264,747

投資主資本合計 29,440,790 39,371,956
純資産合計 29,440,790 39,371,956

負債純資産合計 56,061,549 75,840,468
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損益計算書
Appendix

単位︓千円

第9期
2021年7⽉期

第10期
2022年1⽉期

営業収益
賃貸事業収⼊ 1,703,816 2,230,463
その他賃貸事業収⼊ 207,013 246,164
営業収益合計 1,910,829 2,476,628

営業費⽤
賃貸事業費⽤ 655,322 794,032
資産運⽤報酬 102,495 105,335
資産保管⼿数料 2,771 3,514
⼀般事務委託⼿数料 9,402 11,492
役員報酬 3,000 2,769
公租公課 8,109 12,649
その他営業費⽤ 35,158 40,268
営業費⽤合計 816,259 970,061

営業利益 1,094,570 1,506,567
営業外収益

受取利息 16 17
その他 － 1
営業外収益合計 16 18

営業外費⽤
⽀払利息 61,897 84,845
融資関連費⽤ 23,920 132,374
創⽴費償却 5,686 －

投資⼝交付費 － 22,247
その他 1,230 1,230
営業外費⽤合計 92,734 240,697
経常利益 1,001,852 1,265,888
税引前当期純利益 1,001,852 1,265,888
法⼈税、住⺠税及び事業税 806 1,168
法⼈税等調整額 6 △10
法⼈税等合計 812 1,158
当期純利益 1,001,039 1,264,729
前期繰越利益 169 18
当期未処分利益⼜は当期未処理損失（△） 1,001,208 1,264,747
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物件別収⽀状況
Appendix

単位︓千円

№（物件番号） 1（ST-１） 2（ST-２） 3（SS-１） 4（SS-２） 5（SS-３） 6（KT-１） 7（KT-２） 8（KT-3） 9（KT-4） 10（KS-１） 11（KS-２） 12（KS-３） 13（KS-4） 14（KS-5） 15（KS-6）

物件名称
あすみが丘
ブランニュー

モール
⻄⽩井駅前

プラザ
ケーズデンキ
おゆみ野店
（底地）

ニトリ⼟浦店
（底地）

ニトリ今市店
（底地）

tonarie
南千⾥

tonarie
清和台

tonarie
⼤和⾼⽥

（持分50％）
tonarie

栂・美⽊多
ラ・ムー

北津守店
（底地）

ケーズデンキ
⻄神⼾店
（底地）

⼭陽マルナカ
⽔⾕店

（底地）

TSUTAYA
堺南店

（底地）
ライフ⼤仙店
（底地）

トライアル
近江⼋幡店
（底地）

運⽤⽇数（⽇） 184 184 184 184 184 184 184 184 184 ※2 184 184 184 184 184 182 
築年数（年） 21.4 21.8 − − − 17.3 14.3 3.3 2.8 − − − − − −
賃貸事業収益 244,451 21,481 70,570 

⾮
開
⽰

⾮
開
⽰

328,114 184,625 167,738 257,554 38,148 62,177 

⾮
開
⽰

21,600 72,000 

⾮
開
⽰

賃貸事業収⼊ 180,253 16,983 70,570 274,196 152,279 138,013 222,062 38,148 62,176 21,600 72,000 
その他 64,198 4,498 － 53,918 32,346 29,724 35,492 － 1 － －

賃貸事業費⽤ 133,702 8,087 7,288 132,314 70,214 62,937 72,428 6,986 5,543 2,676 4,980 
公租公課 23,891 1,338 6,738 23,186 12,778 11,941 7,275 6,236 4,793 2,104 4,408 
管理委託費 31,949 2,125 300 47,139 25,126 23,582 33,394 500 500 300 300 
保険料 464 132 － 299 342 509 400 － － － －
修繕費 9,255 1,331 － 13,997 3,326 478 1,341 － － － －
その他 68,141 3,160 250 47,690 28,642 26,425 30,017 250 250 272 272 

賃貸NOI 110,748 13,394 63,282 195,799 114,410 104,800 185,126 31,161 56,633 18,923 67,019 
減価償却費 18,906 832 － 14,293 24,923 21,831 32,809 － － － －

賃貸事業損益 91,842 12,561 63,282 181,506 89,487 82,969 152,316 31,161 56,633 18,923 67,019 
期末簿価 3,214,364 452,260 2,737,549 1,007,414 368,224 7,174,072 3,211,440 4,126,503 6,962,915 1,284,444 2,154,463 1,443,034 955,939 2,758,189 1,019,016

償却前NOI利回り※1 6.8% 5.9% 4.6% ⾮開⽰ ⾮開⽰ 5.4% 7.1% 5.0% 5.3% 4.8% 5.2% ⾮開⽰ 3.9% 4.8% ⾮開⽰
償却後NOI利回り※1 5.7% 5.5% 4.6% ⾮開⽰ ⾮開⽰ 5.0% 5.5% 4.0% 4.3% 4.8% 5.2% ⾮開⽰ 3.9% 4.8% ⾮開⽰

№（物件番号） 16（KS-7） 17（KS-8） 18（KS-9） 19（KS-10） 20（KS-11） 21（KS-12） 22（TT-1） 23（TS-１） 24
（FS-1~11） 25（OT-１） 26（OT-2） 27（OS-１） 28（OS-2）

合計／平均物件名称
クスリのアオキ

斑鳩店
（底地）

ドラッグユタカ
向⽇上植野店
（底地）

ウエルシア
尼崎武庫元町店

（底地）

ココカラファイン
寝屋川公園店
（底地）

ENEOS
伊川⾕SS店
（底地）

ゲオ
彦根⾼宮店
（底地）

パレマルシェ
⻄春

マックスバリュ
桔梗が丘東店

（底地）

福岡春⽇
プロジェクト
（底地）

シュロアモール
⻑嶺

フジグラン
ナタリー

ケーズデンキ
倉敷店

（底地）

ヤマダ電機テック
ランド札幌⽩⽯店

（底地）
運⽤⽇数（⽇） 182 182 182 182 182 182 184 184 184 182 182 184 182

築年数（年） − − − − − − 27.4 − − 14.5 22.7 − − 16.2(平均)
賃貸事業収益

⾮
開
⽰

⾮
開
⽰

⾮
開
⽰

⾮
開
⽰

⾮
開
⽰

⾮
開
⽰

161,021 

⾮
開
⽰

266,315 172,518 

⾮
開
⽰

⾮
開
⽰

⾮
開
⽰

2,476,628 
賃貸事業収⼊ 159,456 266,315 148,167 2,230,463 
その他 1,564 － 24,351 246,164 

賃貸事業費⽤ 26,596 35,445 32,532 619,645 
公租公課 16,215 31,898 － 160,263 
管理委託費 6,112 1,980 12,365 192,137 
保険料 748 － 920 4,488 
修繕費 1,335 － 738 31,804 
その他 2,183 1,567 18,508 230,952 

賃貸NOI 134,425 230,870 139,986 1,856,982 
減価償却費 29,554 － 11,171 174,386 

賃貸事業損益 104,870 230,870 128,815 1,682,596 
期末簿価 718,269 464,956 571,393 709,317 535,849 304,134 4,552,106 483,542 10,537,198 4,628,409 3,968,287 2,136,105 1,310,888 69,790,294 

償却前NOI利回り※1 ⾮開⽰ ⾮開⽰ ⾮開⽰ ⾮開⽰ ⾮開⽰ ⾮開⽰ 5.9% ⾮開⽰ 4.3% 6.1% ⾮開⽰ ⾮開⽰ ⾮開⽰ 5.3%
償却後NOI利回り※1 ⾮開⽰ ⾮開⽰ ⾮開⽰ ⾮開⽰ ⾮開⽰ ⾮開⽰ 4.6% ⾮開⽰ 4.3% 5.6% ⾮開⽰ ⾮開⽰ ⾮開⽰ 4.8%

※1 「償却前NOI利回り」及び「償却後NOI利回り」には期末帳簿価額ベースによる割合を記載しています。 ※2 本物件のうち、持分50％は2021年8⽉3⽇に取得しておりますが、影響が少ないため、持分100％で運⽤⽇数184⽇として計算しています。
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№ 物件名称 取得価格
鑑定評価額 評価時点差額 償却前鑑定

NOI利回り
※2

償却後鑑定
NOI利回り

※22021/7/31
(A) ※1

2022/1/31
(B) (B) – (A)

20 ENEOS伊川⾕SS店（底地） 530,000 531,000 531,000 0 4.7% 4.7%

21 ゲオ彦根⾼宮店（底地） 300,000 306,000 306,000 0 4.8% 4.8%

22 パレマルシェ⻄春 4,610,000 4,400,000 4,400,000 0 4.7% 3.5%

23 マックスバリュ桔梗が丘東店
（底地） 477,767 539,000 539,000 0 6.1% 6.1%

24

ミスターマックス春⽇（底地） 3,387,444 3,910,000 3,930,000 20,000 4.4% 4.4%

ユニクロ春⽇（底地） 595,000 665,000 668,000 3,000 4.0% 4.0%

Avail.しまむら春⽇（底地) 863,387 1,100,000 1,100,000 0 4.8% 4.8%

au-SoftBank春⽇(底地） 143,560 160,000 160,000 0 4.6% 4.6%

くら寿司春⽇（底地） 261,340 304,000 304,000 0 4.8% 4.8%

ドコモショップ春⽇（底地） 160,900 182,000 182,000 0 4.7% 4.7%

こんぴら丸春⽇（底地） 236,360 265,000 265,000 0 4.7% 4.7%

ワンカルビ春⽇（底地） 236,360 265,000 265,000 0 4.7% 4.7%

資さん春⽇（底地） 401,000 422,000 423,000 1,000 4.5% 4.5%

ナフコ春⽇（底地） 2,631,500 3,400,000 3,420,000 20,000 4.5% 4.5%

ケーズデンキ春⽇（底地） 1,487,390 1,830,000 1,840,000 10,000 4.4% 4.4%

25 シュロアモール⻑嶺 4,600,000 4,640,000 4,650,000 10,000 5.5% 5.0%

26 フジグランナタリー 3,950,000 4,070,000 4,100,000 30,000 5.2% 4.2%

27 ケースデンキ倉敷店（底地） 2,121,000 2,440,000 2,440,000 0 5.0% 5.0%

28 ヤマダ電機テックランド
札幌⽩⽯店（底地） 1,300,000 1,330,000 1,330,000 0 4.4% 4.4%

合 計 69,604,038 74,979,900 75,149,200 169,300 5.1% 4.6%

№ 物件名称 取得価格
鑑定評価額 評価時点差額 償却前鑑定

NOI利回り
※2

償却後鑑定
NOI利回り

※22021/7/31
(A) ※1

2022/1/31
(B) (B) – (A)

1

あすみが丘ブランニューモール

3,200,000

3,380,000 3,380,000 0

6.6% 5.4%あすみが丘スシロー（底地） 150,000 150,000 0

あすみが丘マクドナルド（底地） 146,000 146,000 0

2 ⻄⽩井駅前プラザ 451,000 468,000 468,000 0 5.8% 5.4%

3 ケーズデンキおゆみ野店（底地） 2,710,000 2,870,000 2,880,000 10,000 4.7% 4.7%

4 ニトリ⼟浦店（底地） 999,477 1,090,000 1,090,000 0 5.4% 5.4%

5 ニトリ今市店（底地） 363,362 407,000 407,000 0 6.0% 6.0%

6 tonarie南千⾥ 7,200,000 7,990,000 8,010,000 20,000 5.5% 5.1%

7 tonarie清和台 3,290,759 3,400,000 3,400,000 0 6.0% 4.4%

8 tonarie⼤和⾼⽥
（持分50％） 4,150,000 4,060,000 4,075,000 15,000 4.9% 3.8%

9 tonarie栂・美⽊多 ※3 6,986,000 7,120,000 7,120,000 0 4.9% 3.9%

10 ラ・ムー北津守店（底地） 1,270,000 1,480,000 1,480,000 0 4.9% 4.9%

11 ケーズデンキ⻄神⼾店（底地） 2,133,429 2,470,000 2,470,000 0 5.3% 5.3%

12 ⼭陽マルナカ⽔⾕店（底地） 1,430,000 1,520,000 1,530,000 10,000 4.4% 4.4%

13 TSUTAYA堺南店（底地） 946,000 1,020,000 1,030,000 10,000 4.1% 4.1%

14 ライフ⼤仙店（底地） 2,733,000 3,060,000 3,060,000 0 4.9% 4.9%

15 トライアル近江⼋幡店（底地） 1,010,000 1,090,000 1,100,000 10,000 4.4% 4.4%

16 クスリのアオキ斑鳩店（底地） 711,000 729,900 730,200 300 5.3% 5.3%

17 ドラッグユタカ向⽇上植野店
（底地） 460,000 477,000 477,000 0 4.5% 4.5%

18 ウエルシア尼崎武庫元町店
（底地） 565,000 577,000 577,000 0 4.2% 4.2%

19 ココカラファイン寝屋川公園店
（底地） 702,000 716,000 716,000 0 4.3% 4.3% ※2 「償却前鑑定NOI利回り」及び「償却後鑑定NOI利回り」には取得価格ベースによる割合を記載しています。

※3 tonarie栂・美⽊多（持分50％）は2021年8⽉3⽇取得物件ですが、2021年7⽉31⽇を価格時点とする鑑
定評価額は2倍にした⾦額を記載しています。

単位︓千円

Appendix

※1 №9(持分50％)、15〜21、25、26、28については、2021年8⽉3⽇取得物件であるため、2021年5⽉31⽇を
価格時点とする鑑定評価額にて計算しています。
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ポートフォリオ構成／2022年1⽉末時点
Appendix

No.     物件名 地域 所在地 種別 テナント数 取得価格
（百万円）

鑑定評価額
（百万円）※1

1 (ST-1) あすみが丘ブランニューモール ⾸都圏 千葉県千葉市 ⼟地建物 32 3,200
3,380

（底地） 296
2 (ST-2) ⻄⽩井駅前プラザ ⾸都圏 千葉県⽩井市 ⼟地建物 4 451 468
3 (SS-1) ケーズデンキおゆみ野店（底地） ⾸都圏 千葉県千葉市 底地 1 2,710 2,880
4 (SS-2) ニトリ⼟浦店（底地） ⾸都圏 茨城県⼟浦市 底地 1 999 1,090
5 (SS-3) ニトリ今市店（底地） ⾸都圏 栃⽊県⽇光市 底地 1 363 407
6 (KT-1) tonarie南千⾥ 近畿圏 ⼤阪府吹⽥市 ⼟地建物 45 7,200 8,010
7 (KT-2) tonarie清和台 近畿圏 兵庫県川⻄市 ⼟地建物 33 3,290 3,400
8 (KT-3) tonarie⼤和⾼⽥（持分50％） 近畿圏 奈良県⼤和⾼⽥市 ⼟地建物 63 4,150 4,075
9 (KT-4) tonarie栂・美⽊多 近畿圏 ⼤阪府堺市 ⼟地建物 32 6,986 7,120
10 (KS-1) ラ・ムー北津守店（底地） 近畿圏 ⼤阪府⼤阪市 底地 1 1,270 1,480
11 (KS-2) ケーズデンキ⻄神⼾店（底地） 近畿圏 兵庫県神⼾市 底地 1 2,133 2,470
12 (KS-3) ⼭陽マルナカ⽔⾕店（底地） 近畿圏 兵庫県神⼾市 底地 1 1,430 1,530
13 (KS-4) TSUTAYA堺南店（底地） 近畿圏 ⼤阪府堺市 底地 1 946 1,030
14 (KS-5) ライフ⼤仙店（底地） 近畿圏 ⼤阪府堺市 底地 1 2,733 3,060
15 (KS-6) トライアル近江⼋幡店（底地） 近畿圏 滋賀県近江⼋幡市 底地 1 1,010 1,110
16 (KS-7) クスリのアオキ斑鳩店（底地） 近畿圏 奈良県⽣駒郡 底地 2 711 730
17 (KS-8) ドラッグユタカ向⽇上植野店（底地） 近畿圏 京都府向⽇市 底地 1 460 477
18 (KS-9) ウエルシア尼崎武庫元町店（底地） 近畿圏 兵庫県尼崎市 底地 1 565 577
19 (KS-10) ココカラファイン寝屋川公園店（底地） 近畿圏 ⼤阪府寝屋川市 底地 1 702 716

20 (KS-11) ENEOS伊川⾕SS店（底地） 近畿圏 兵庫県神⼾市 底地 1 530 531

21 (KS-12) ゲオ彦根⾼宮店（底地） 近畿圏 滋賀県彦根市 底地 1 300 306

22 (TT-1) パレマルシェ⻄春 中京圏 愛知県北名古屋市 ⼟地建物 56 4,610 4,400

23 (TS-1) マックスバリュ桔梗が丘東店（底地） 中京圏 三重県名張市 底地 1 477 539

24 (OT-1) シュロアモール⻑嶺 その他 熊本県熊本市 ⼟地建物 24 4,600 4,650

25 (OT-2) フジグランナタリー その他 広島県廿⽇市市 ⼟地建物 1 3,950 4,100

26 (OS-1) ケーズデンキ倉敷店（底地） その他 岡⼭県倉敷市 底地 1 2,121 2,440

27 (OS-2) ヤマダ電機テックランド札幌⽩⽯店
（底地） その他 北海道札幌市 底地 1 1,300 1,330

28 (FS-
1~11) 福岡春⽇プロジェクト（底地） 福岡圏 福岡県春⽇市 底地 11 10,404 12,557

320 69,604 75,149

※1 tonarie⼤和⾼⽥の鑑定評価額は取得資産が信託受益権の50%準共有持分であることに鑑みて評価されており、対象不動産の
100%評価額ではありません。

フジグランナタリー シュロアモール⻑嶺

tonarie栂・美⽊多

トライアル近江⼋幡店
（底地）

ウエルシア尼崎武庫
元町店（底地）

ゲオ彦根⾼宮店
（底地）

クスリのアオキ斑鳩店
（底地）

ココカラファイン寝屋川
公園店（底地）

ヤマダ電機テックランド
札幌⽩⽯店（底地）

ドラッグユタカ向⽇
上植野店（底地）

ENEOS伊川⾕SS店
（底地）

あすみが丘
ブランニューモール

⻄⽩井駅前プラザ

tonarie南千⾥ tonarie清和台

tonarie⼤和⾼⽥
(持分50%)

パレマルシェ⻄春

ニトリ⼟浦店
（底地）

ニトリ今市店
（底地）

ケーズデンキ
おゆみ野店（底地）

マックスバリュ
桔梗が丘東店

（底地）

TSUTAYA堺南店
（底地）

ケーズデンキ
倉敷店（底地）

ケーズデンキ
⻄神⼾店（底地）

ラ・ムー北津守店
（底地）

⼭陽マルナカ
⽔⾕店（底地）

ライフ⼤仙店
（底地）

福岡春⽇プロジェクト
（底地）
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Appendix

賃貸借残存年数

賃貸借残存年数（⾯積ベース）

※ 2022年1⽉31⽇現在における残存年数を記載しています。

（㎡）
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1⼝当たりNAVの成⻑
Appendix

1⼝当たりNAV

（円）

109,501 

113,626 
114,592 

117,327 116,970 117,461 

123,495 

100,000

105,000

110,000

115,000

120,000

125,000

上場時 19/7期末 20/1期末 20/7期末 21/1期末 21/7期末 22/1期末



40

FFOペイアウトレシオ
Appendix

※1 FFOペイアウトレシオ:分配⾦総額÷（当期純利益＋減価償却費）にて算出、各投資法⼈とも直近の決算期を参照しています。
※2 他社については2021年12⽉期までの開⽰情報に基づいたデータを使⽤しています。
※3 本投資法⼈については2022年1⽉期末のデータを使⽤しています。なお、第10期中に取得した11物件の2021年度の固定資産税等は、費⽤ではなく購⼊簿価に計上されています。

FFOペイアウトレシオ

87.9%

本投資法⼈
0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%
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スポンサー会社及びサポート会社の概要
Appendix

⽇本エスコンの会社概要（スポンサー会社）
会社名 株式会社⽇本エスコン ES-CON JAPAN Ltd.

代表者 代表取締役社⻑ 伊藤 貴俊

設⽴年⽉⽇ 1995年（平成7年）4⽉18⽇

資本⾦額 16,519百万円（2021年12⽉31⽇現在）

従業員数 344名（連結・2021年12⽉31⽇現在）

売上⾼ 79,017百万円（連結・2021年12⽉期）

市場 東証第1部

会社名 中電不動産株式会社 Chuden Real Estate Co.,Inc.

代表者 代表取締役社⻑ 渡邉 穣

設⽴年⽉⽇ 1957年4⽉20⽇

資本⾦額 100百万円（2021年7⽉1⽇現在）

従業員数 571名（2021年7⽉1⽇現在）

株主 中部電⼒株式会社（100％）（2021年7⽉1⽇現在）

会社名 中部電⼒株式会社 Chubu Electric Power Co.,Inc.

代表者 代表取締役社⻑ 社⻑執⾏役員 林 欣吾

設⽴年⽉⽇ 1951年（昭和26年）5⽉1⽇

資本⾦額 430,777百万円（2021年3⽉31⽇現在）

従業員数 3,092名（2021年3⽉31⽇現在）

売上⾼ 2,935,409百万円（2021年3⽉期）

市 場 東証第1部

2021年

8⽉

ハワイにおける複合施設バリューアップ事業への出資および事業参画
北海道における第1弾新規分譲マンション「レ・ジェイド北海道ボールパーク」⼀般公開
不動産販売事業『グランクレア⼀宮』分譲開始
私募ファンドの組成及び匿名組合出資（合同会社横浜阪東橋開発プロジェクト）
新規事業⽤地の取得（リプロ新橋）

9⽉
コミットメントラインの設定
賃貸マンションの取得（ソルプラーサ堺）
アメリカの不動産投資ファンドへの出資

10⽉

不動産販売事業『レ・ジェイド ビオ 幕張本郷』分譲開始
私募ファンドへの匿名組合出資（合同会社川崎南町善⾏駅前レジリートブリッジプロジェクト）
不動産販売事業『レ・ジェイド京都四条⼤宮』分譲開始
GRESBリアルエステイト「2 stars」及び「Green Star」取得
分譲マンション『レ・ジェイド⼤倉⼭』 2021年度グッドデザイン賞受賞
新規事業⽤地の取得（⻄宮市室川町）
株式会社ピカソ及び同社グループ7社の株式取得完了（⼦会社化）

11⽉

新規事業⽤地の取得（札幌市東区北5条東9丁⽬）
不動産販売事業『レ・ジェイド⼋尾桜ヶ丘』分譲開始及び「ZEH-M Oriented」認証取得
地域密着型ショッピングセンター『tonarie南千⾥アネックス』誕⽣
新規事業⽤地の取得（所沢市⻄所沢1丁⽬／⽴川市⽻⾐町1丁⽬）
北海道 北広島『駅⻄⼝周辺エリア活性化事業』における新規事業⽤地の取得
賃貸マンションの取得（東明マンション江坂）
新規事業⽤地の取得（袋井駅前）

12⽉

新規物流施設の取得（（仮称）LOGITRES習志野芝園）
不動産販売事業『レ・ジェイド上新庄』分譲開始
不動産販売事業『レ・ジェイド⾼槻南松原 The Front』分譲開始
不動産販売事業『レ・ジェイド タイムズコア川越』・『レ・ジェイド川越 ザ・レジデンス』分譲開始
分譲マンションにおける品質管理指針『IDEAL CONPASS』策定
新規事業⽤地の取得（港北区新横浜）
賃貸マンションの取得（アミティ塚⼝）
セレンディクス株式会社との業務提携
新規物流施設⽤地の取得（（仮称）岐⾩県⽻島市物流施設開発プロジェクト）
新規物流施設⽤地の取得（（仮称）LOGITRES佐野）

中電不動産の会社概要（サポート会社）

中部電⼒の会社概要（サポート会社）

⽇本エスコンの直近の主なアクション

2022年

1⽉

新規事業⽤地の取得（中央区⾕町5丁⽬）
分譲マンション『レ・ジェイド千⾥⻘⼭台』 「おおさか環境にやさしい建築賞 住宅部⾨賞」受賞
不動産販売事業『レ・ジェイド札幌元町』分譲開始
FUEL株式会社 株式の取得完了（⼦会社化）
新規事業⽤地の取得（阿倍野区播磨町）
新規事業⽤地の取得（箕⾯市船場東）
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スポンサー会社の事業事例
Appendix

⽇本エスコンの事業展開及び事業事例
 分譲マンション事業︓2021年12⽉期1,020⼾引渡し済み、2022年以降は1,200⼾を安定供給予定。
 商業開発事業︓NSC(ネイバーフット型ショッピングセンター、地域密着の商業施設)の開発・運営を⾏う。商業施設ブランド「tonarie」を⽴ち上げ、現在9つの商業施設が稼動中。
 物流開発、⼤型まちづくり事業、⼟地区画整理事業︓物流施設の新ブランド「LOGITRES」を⽴ち上げ。第1号案件「LOGITRES東条」を開発、第1号案件と同エリアで

「LOGITRES東条Ⅱ」の開発を⼿掛けるほか、2021年には物流⽤地を4件取得済み。さらに次なるコア事業候補として⼤型まちづくり事業、⼟地区画整理事業も取組み強化⽅
針。

 その他事業︓賃貸マンション、オフィス開発等の事業への取組み、総合デベロッパーとして次なるコア事業を確⽴すべく積極的に様々な開発事業に取り組む⽅針。

グラン レ・ジェイド⽩壁 ⽉露ノ邸
（愛知県） (中電不動産との共同事業)

レ・ジェイドつくば Station Front
（茨城県）

tonarie南千⾥アネックス（⼤阪府） tonarie四⽇市（三重県）

LOGITRES東条（兵庫県） 北海道北広島駅⻄⼝再開発事業（北海道） 古賀市⽞望園⼟地区画整理事業（福岡県）

分譲マンション事業 商業開発事業

物流開発事業 ⼟地区画整理事業⼤型まちづくり事業



43

スポンサー会社の事業事例

43

Appendix

新球場「ES CON FIELD HOKKAIDO」・
分譲マンション「レ・ジェイド北海道ボー
ルパーク」外観イメージ

札幌駅

新千歳空港

北広島駅

北海道ボールパーク・ＪＲ北広島駅『駅⻄⼝エリア活性化事業』
 2020年1⽉ 北海道⽇本ハムファイターズの新球場周辺街づくりへの参画、球場ネーミングライツを取得。「ES CON FIELD HOKKAIDO」 が2023年開業予定。
 北海道北広島市における北海道ボールパークFビレッジの⼀画において、スポンサーにとって北海道内初となる新規分譲マンション『レ・ジェイド北海道ボールパーク』を⼀般公開。
 2021年3⽉ 北海道北広島駅『駅⻄⼝エリア活性化事業』パートナー協定の締結。北海道ボールパークFビレッジ（総開発⾯積約36.7ha）における開発とともに、Fビレッジへの

アクセス拠点となる北広島市駅周辺の開発も⾏っていく。今後このエリアにおいて球場に隣接する約9,400㎡の⼟地にて不動産開発を⼿掛けまちづくりに参画。

駅前商業施設完成イメージ図北広島駅位置図新球場「ES CON FIELD HOKKAIDO」外観イメージ

つくば（茨城県つくば市）プロジェクト（つくば駅前 商業・マンションエリア周辺⼀体開発）
 駅前のつくばCREO内における⼤規模商業施設⻄武筑波店、イオンつくば駅前店の跡地での再開発。
 つくばCREO／Q❜t（キュート）／MOG（モグ）の3施設を取得し、3施設⼀体でのつくば駅前開発を推進。2022

年秋にグランドオープンの予定。
 隣接する分譲マンション「レ・ジェイドつくばStation Front（2022年11⽉全⼾引き渡し予定）」など駅前周辺エリア

の再開発を⾏い、地域の活性化、地域の皆様に貢献できる事業を⼿掛ける。 レ・ジェイドつくば
Station Front

tonarie MOGtonarie Qʼt

tonarie CREO

つくば駅A5出⼝

tonarie MOGtonarie Qʼttonarie CREO
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スポンサー会社とサポート会社の業務提携
Appendix

 2021年4⽉に⽇本エスコンが中部電⼒を割当先とする第三者割当増資が実施さ
れ、中部電⼒は⽇本エスコンの親会社となり、更なるシナジー効果を企図

2019年3⽉⽇本エスコン名古屋⽀店開設
双⽅エリア（中部、関⻄）にて事業を展開

中電不動産が所有する愛知県⼀宮市における
不動産について中電不動産と共同事業を開始

中電不動産と共同事業として予定している
⼤阪府吹⽥市藤⽩台（国⽴循環器病研究センター跡
地）において次世代を⾒据えた複合開発に着⼿

５プロジェクトを中電不動産と共同事業
中部エリア4件(⽩壁、⽩壁Ⅱ、⻄⼀宮、掛川)
近畿エリア1件(吹⽥市藤⽩台)
直近では、植物⼯場の建設運営（静岡県袋井市）や
⼤型まちづくり（名古屋市港区）など新たな領域にも着
⼿

中電不動産へウェアハウジング機能を利⽤し⽇本エスコン
開発保有物件を売却（2019年9⽉中電不動産、本投
資法⼈、本資産運⽤会社の3社間によるサポート契約締
結）

2019年4⽉より⽇本エスコン社員が中電不動産へ出向
するほか、中電不動産社員が当社グループへ出向するな
ど⼈事交流実施
2019年3⽉より中部電⼒から取締役1名が就任
2021年7⽉1⽇より中電不動産からエスコンアセットマネ
ジメントに2名出向

⽇本エスコンならではのスピードを活かした
事業展開継続

事業エリアの相互補完

中部電⼒グループ所有
不動産の有効活⽤

次世代スマートハウス・
コネクティッド・ホーム等
の共同研究実施

共同プロジェクトの
推進

⽇本エスコン開発物件
の売却先候補

⼈事交流

独⽴性の担保

⽇本エスコンと中部電⼒の資本業務提携による取組み状況 ⽇本エスコンと中部電⼒の共同プロジェクト推進状況

⼤阪

⽇本エスコン
名古屋⽀店

愛知 静岡

岐⾩ ⻑野

⼭梨

福井

富⼭

⽯川

植物⼯場事業
（中部電⼒、スプレッドとの共同事業）

2021年5⽉25⽇、⽇本エスコンは中部電⼒および株式会社スプレッドと植物
⼯場の建設・運営を⾏う「合同会社TSUNAGU Community Farm」の
設⽴に関する出資者間協定締結。
⾷の「安⼼・安全」に対する消費者ニーズの⾼まりや、少⼦⾼齢化による農業
従事者の減少、異常気象の頻発による不安定な⾷糧供給といった社会課題
の解決に向け、世界最⼤規模となる1⽇10トンのレタスを⽣産できる完全⼈
⼯光型の⾃動化植物⼯場「テクノファーム袋井」を建設中。

植物⼯場開発等中部電⼒との共同事業
6 静岡県袋井市

中部電⼒との共同事業

中部電⼒との共同事業

中部電⼒との共同事業

中部電⼒との共同事業

6

1 名古屋市東区⽩壁
2 名古屋市東区⽩壁Ⅱ

3 愛知県⼀宮市

4 ⼤阪府吹⽥市藤⽩台5丁⽬
商業開発等

5 静岡県掛川市
分譲事業

分譲事業

分譲事業

まちづくり中部電⼒との共同事業
7 名古屋市港区

7

名古屋競⾺場後地で⾏われるアジア競技⼤会後の⼟地を利⽤した複合開
発事業において、中部電⼒を代表法⼈とする事業者グループが契約候補事
業者に決定。多様な⼈々がつながり、お互い助け合いながら社会が直⾯してい
る様々な課題を解決し、共にしあわせをはぐくみ、次世代型のまちづくりを⽬指
す。（中部電⼒を代表法⼈とする事業者グループに⽇本エスコンも参画。⽇
本エスコンは複合商業施設開発を⼿掛ける予定）

静岡県袋井市/植物⼯場事業

テクノファーム袋井完成イメージ

名古屋市港区/第20回アジア競技⼤会選⼿村後利⽤事業

全体イメージ
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Disclaimer

本資料は情報の提供のみを⽬的として作成されたものであり、特定の商品についての投資の募集・勧誘・営業等を⽬的としたものではありませ
ん。

本資料には、エスコンジャパンリート投資法⼈（以下「本投資法⼈」といいます）に関する記載の他、第三者が公表するデータ・指標等をもと
に株式会社エスコンアセットマネジメント（以下「本資産運⽤会社」といいます）が作成した図表・データ等が含まれています。また、これらに対
する本資産運⽤会社の現時点での分析・判断・その他⾒解に関する記載が含まれています。

本資産運⽤会社は、⾦融商品取引法に基づく⾦融商品取引業者です。

本資料の内容に関しては未監査であり、その内容の正確性及び確実性を保証するものではありません。また、本資産運⽤会社の分析・判断
等については、本資産運⽤会社の現在の⾒解を⽰したものであり、予告なしにその内容が変更⼜は廃⽌される場合がありますので、あらかじめ
ご了承ください。

第三者が公表するデータ・指標等（不動産鑑定評価書に基づくデータを含みます）の正確性について、本投資法⼈及び本資産運⽤会社は
⼀切の責任を負いかねます。

本資料の内容には、将来の予想や業績に関する記述が含まれていますが、これらの記述は本投資法⼈の将来の業績、財務内容等を保証す
るものではありません。

本投資法⼈の投資証券の市場価格は、取引所における投資家の需給により影響を受けるほか、⾦利情勢、経済情勢、不動産市況その他
市場を取り巻く様々な要因の影響を受けて変動するため、本投資証券を取得した価格以上の価格で売却できない可能性があります。その結
果、投資主が損失を被る可能性があります。

本投資法⼈の投資証券の取得及び売却は、お取引のある証券会社を通じて⾏っていただく必要があります。その際、契約締結前交付書⾯
等の内容を⼗分にお読みください。

今後、本資料の内容に重要な訂正があった場合は、本投資法⼈のホームページに訂正版を掲載するものとします。

エスコンジャパンリート投資法⼈ホームページ（https://www.escon-reit.jp /）



46

MEMO




